
マ ー ケ ッ ト の 底 流 を 読 む 

自動車関税に牛肉等市場開放圧力 

9.25 日米首脳会談、「ゴルフ会談」が前哨戦 

 
 来る 9 月 20 日の自民党総裁選で「3 選」（3 期 9

年）が確実視される安倍首相だが、現下の最大の悩

みは、トランプ大統領との首脳会談（9月 25日）で、

1）自動車 25％追加関税、2）円安誘導阻止の「為替

条項」、3）牛肉等の農産物の市場開放―を思い留ま

るよう説得できるかどうかである。前哨戦は、会談

前日（24 日）「シンゾー、ドナルド」関係維持のベ

ッドミンスターでの「ゴルフ会談」となろう。 

 

24日にベッドミンスターで「ゴルフ会談」 

 

ある政界筋が「安倍首相は日米首脳会談前日の 24

日にニュージャージー州にある全米女子オープンが

開催される名門コース、トランプ・ナショナル・ゴ

ルフクラブ（ベッドミンスター）で一緒にラウンド

する。日本の経済界や政界は今、固唾を呑んでこの

ゴルフ会談を注視している」と打ち明ける。 

すでに 9 月 20 日の自民党総裁選挙での勝利が確

実視される安倍首相は、その後、NY で開催される

国連総会に出席するため訪米、25日に日米首脳会談

に臨む。 

昨年 11 月のトランプ大統領のアジア歴訪初日、

東京都下の横田米軍基地に降り立った大統領は専用

ヘリコプター「マリーンワン」で埼玉県川越市の霞

が関カンツリー倶楽部に向かった。 安倍首相が東

コース 8番ホールで素晴らしいティショットを放ち、

トランプ大統領は自らの拳を突き出して安倍首相の

拳にタッチした。日本では「グータッチ」と言われ

るが、米国では「Fist Bump」と呼ばれ、アスリー

トや若者の親しい間柄の挨拶である。 

 互いに「シンゾー、ドナルド」とファーストネー

ムで呼び合う親しい間柄の両首脳だが、25日の首脳

会談でもその親しさが継続するのか、その一点に関

心が集まっている。 

といいうのも、トランプ大統領が首脳会談にて貿

易不均衡是正で「日本例外」は認めないと、1）自

動車 25％追加関税、2）円安誘導阻止の「為替条項」、

3）牛肉等の農産物の市場開放―を要求する可能性

があるからだ。 

従来の日米関係は、大統領と事務方の意見相違が

限られ、双方の事務方で積み上げるボトムアップ方

式が定型であったが、トランプ大統領がこの慣例を

崩した。米通商代表部（USTR）ライトハイザー代

表でもトランプ氏の判断に沿わざるを得ず、米国の

対日強硬姿勢の帰趨はトランプ大統領のみが知るこ

とになった。 

仮に 25％関税発動となれば、メルセデスベンツな

ど 100％完成車を輸出するドイツはむろん、トヨタ

だけで年間 4600 億円の負担増になると試算される

等、対米輸出依存度が高い日本車は壊滅的なダメー

ジを受ける。 

だから、「自動車業界は何とか阻止して欲しいのが

本音であり、両首脳のゴルフ会談に多大な期待を寄

せている」（同政界筋）というが、米政権はすでに日

本にも照準を絞り抜本的な貿易不均衡是正を企図し

ているとされる 

 一方、「迎え撃つ日本側の切り札は、トランプ大統

領が意欲を示す 1.5 兆ドルのインフラ投資及び米国

が関わる第 3国インフラ投資案件への『インフラ投

資の新基金』（政府系ファンド）構想」（ある政府筋）

という。 

要は、安倍政権が米国中心に海外でのインフラ整

備に投資する新基金＝政府系ファンドを設立し、ト

ランプ政権が意欲を示す国内インフラ投資・開発や

米国が関わる第 3国インフラ投資案件への長期投資

を目的とするいわば「自動車関税」回避策である。 

 具体的には、1）内閣官房が近くインフラ投資で

の日米協力に関する検討会を立ち上げ、2）外務・

財務・経済産業省など関係官庁が参加して具体策を

詰める―という。そもそも、同構想はトランプ大統

領が一昨年の大統領選で公約に掲げた「劣化した国

内インフラ整備に 1.5兆ドル（約 165兆円）投入」

構想を受けたもので、同政権発足後の 17 年初頭に

経産省が捻り出した対米黒字解消策である。 

「トランプ政権の政策立案者にアクセスがある当

時の経産省経済産業審議官が中心になってプラン化

したもの」（ある政府筋）。その原案をもとに首相官

邸、経産省、外務省（経済局と国債協力局）、財務省

（国際局）が総結集する「オール・ジャパン」体制

で挑んでいるという。果たして、24日のベッドミン

スターでの「シンゾー・ドナルド」ゴルフ会談で、

自動車関税回避をディール（取引）できるか、焦点

はこの一点に尽きる。 

 

「マケインの逆襲」で大統領の支持率低下 

 

 一方、弊社ワシントン筋によれば、「この四半世紀

の米憲政史上でいち政治家の葬儀がここまで大々的

に報じられた例は寡聞にして知らない」と打ち明け

る。 

 8月 25日に 81歳で死去したジョン・マケイン上

院議員（共和党アリゾナ州選出）の追悼式、告別式、

埋葬式である。 

 9 月 1 日、首都ワシントンの大聖堂で行われたマ

ケイン氏の告別式には、オバマ前大統領やブッシュ

元大統領、クリントン元大統領ら歴代大統領はじめ
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党派を超えて上下院の議会関係者多数が列席した。 

 だが、トランプ大統領は招待されず、土曜日はバ

ージニア州スターリングのトランプ・ナショナル・

ゴルフクラブでゴルフに興じていたという。 

 共和党ブッシュ元大統領は弔辞で、「（故マケイン

氏を）権力の乱用を何より嫌い、偏狭で威張り散ら

す暴君に我慢がならなかった人物」とまで言い切っ

た。 

 むろん、亡くなる直前までトランプ大統領の政治

手法を批判してきたマケイン氏は 08 年大統領選で

オバマ氏と戦ったベトナム戦争の英雄である。ベト

ナム戦争では乗っていた戦闘機が撃ち落され、北ベ

トナムに約 5年間拘束されたベトナム帰還兵だ。 

 米上院軍事委員長など要職を務めたキャリアもさ

ることながら、その誠実な人柄と保守政治家として

の信念が高く評価される。 

 当然、マケイン氏の追悼式、告別式、埋葬式など

テレビ中継で大々的に全米に放映され、英雄マケイ

ン氏の功績と人柄を讃え、対照的にトランプ氏の言

動と人格が比較された。 結果、調査会社「リアル

クリア・ポリティクス」世論調査で 6月以降 43％台

以上を維持していた大統領支持率が先週末から急落

し 42％割れ寸前へ落ち込んだ。 

 弊社ワシントン情報筋によれば、「共和党の中間選

挙対策本部は、厳しい下院選挙で最大 43 議席失い

かねない情勢となった」とマケイン逆襲に警鐘を鳴

らす。ちなみに、民主党が下院多数派の奪回で必要

なのは+24議席である。 

 この「マケインの逆襲」で共和党が一番恐れてい

るのは、中間選挙の選挙資金への影響であり、配分

見直しを迫られると危機感を抱く議員が増えている。 

 一方、嫌われ者トランプ大統領が 7日、中国輸入

品すべてに制裁関税を課す「第 4弾」可能性に言及

したのも支持率奪還に向けた対外強硬姿勢の強化が

透けて見える。 

 2千億ドル（約 22兆円）分の第 3弾の関税発動は

近く最終判断するが、知的財産侵害問題で譲歩を引

き出すべく脅しで揺さぶる戦術だが、こうした対外

強硬路線は支持率奪還の一環として米中「貿易戦争」

の戦線拡大の危険を孕みつつある。 

 米中の対立が深まった 7月にも 2回、全輸入品へ

の関税に触れた大統領は、米農産品やエネルギー輸

入拡大など現時点で中国が用意する取引を受け入れ

る気はないようだ。第 3弾の関税は 6日に 6千品目

の対象品目原案への意見公募（パブリックコメント）

を終え、手続き上は実行できる状態になった。 

引き続き、米中「貿易戦争」の戦線拡大と米国発

の欧州や日本との摩擦再燃リスクが世界の金融資本

市場の重石となりそうだ。 
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